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１．国民の皆様へ 

我が国が持続的な経済成長を実現するためには、知的財産の創造、保護、活用が

好循環を生み出す「知的創造サイクル」を活性化させることが極めて重要であります。こ

のような中で、知的財産創造活動を進めて行く上で得られた成果の保護及び利用を促

進する工業所有権制度の役割は一層大きなものとなっております。 

独立行政法人工業所有権情報・研修館（以下「情報・研修館」という。）では、工業所

有権制度を支える「情報」及び「人材」という基盤とこれらが活用される「環境」の整備・

強化を目的として、特許庁と連携しつつ、公報等閲覧、知的財産情報の高度活用、情

報普及、相談、情報システム整備、人材育成といった各般の業務を効率的かつ迅速・

的確に実施しております。 

情報・研修館では、ユーザーの皆様と同一の視点に立ち、独立行政法人の持つ機動

性・柔軟性を十分に活かしながら、知的財産の創造及び活用を支援することにより、知

的財産戦略推進の一翼を担う者として尽力して参ります。 

 

２．基本情報 

(1)法人の概要 

①事業目的 

発明、実用新案、意匠及び商標に関する公報、審査及び審判に関する文献その他

の工業所有権に関する情報の収集、整理及び提供を行うとともに、特許庁の職員その

他の工業所有権に関する業務に従事する者に対する研修を行うこと等により、工業所

有権の保護及び利用の促進を図る。 

（独立行政法人工業所有権情報・研修館法第３条） 

 

②沿革 

特許庁の施設等機関として各種情報提供業務等を行ってきた工業所有権総合情報 

館を、平成１３年４月１日、公務員型の独立行政法人へ移行。 

平成１６年１０月１日より、これまでの業務に情報普及業務、人材育成業務を追加 

し、名称も工業所有権情報・研修館と変更。 

第１期中期目標期間（平成 13～17 年度）終了時の組織・業務の見直し（平成 17 年 

12 月行政改革推進本部決定）により、第２期中期目標期間開始（平成 18 年 4 月）から 

非公務員型の独立行政法人へ移行。 

平成１９年１月に特許庁より情報システム関連等の業務（34 名）を移管。 

平成２３年４月１日より特許流通促進業務を廃止し知的財産権情報の高度活用業務

を追加し、第３期中期目標期間を開始。 

 

③設立根拠法 

○独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号） 

○独立行政法人工業所有権情報・研修館法（平成１１年法律第２０１号） 



 

 

 

④主務大臣（主務省所管課等） 

経済産業大臣（経済産業省特許庁総務部総務課） 

 

⑤組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)事務所の所在地 

①事務所（本部） 東京都千代田区霞が関3-4-3  特許庁庁舎２Ｆ 

②事務所     東京都千代田区霞が関3-8-1  虎の門三井ビルディング 

 

(3)資本金の状況（出資金額、前期末比増減） 

資本金 

なし 

運営費交付金 

特許特別会計からの交付金であり、平成２７年度の交付額は１０，５９４，４８６千円で

ある。 

業務の総合調整 

産業財産権に関する相談 

特許庁審査・審判官等の研修、 

調査業務実施者のための研修 

知的財産関連人材の育成、研究開

発機関等における戦略策定支援 等 

産業財産権情報の提供、公報閲

覧、審査審判資料整備、諸外国と

の産業財産権情報の交換 

理事長 理事 
人材開発統括監 

情報統括監 

審議役 

知財情報部 

知財活用支援センター 

監事 

知財人材部 

知財戦略部 

地域支援部 

相 談 部 

研 修 部 

総 務 部 

監査室 

地域における企業等の知的財産に

係る相談及び支援 

営業秘密管理に関する相談・普及、 

企業等の海外展開における知財戦

略等の策定支援 等 



 

 

 

 (4)役員の状況 

 

役員 氏名 任期 経歴 

理事長 三木 俊克 自 平成28年4月 1日 

至 平成32年 3月31日 

(再任) 

平成 7年 山口大学工学部教授 

平成16年 山口大学工学部長・大

学院理工学研究科長 

平成19年 山口大学副学長（学術

研究担当） 

平成23年 情報・研修館理事長 

理事 小林 徹 自 平成27年 4月 1日 

至 平成29年 3月31日 

（再任） 

昭和57年 通商産業省入省 

平成17年 中小企業庁経営支援部

創業連携推進課長 

平成20年 特許庁知的財産研究官 

平成25年 情報・研修館理事 

監事 

（非常勤） 

上柳 雅誉 自 平成27年 4月 1日 

至 平成28年 8月見込 

※ 

昭和50年 株式会社諏訪精工舎

（現セイコーエプソン株式

会社） 

平成12年 同 理事 

平成18年 同 業務執行役員 

平成25年 同 常務取締役 

平成26年 上柳特許事務所 所長

（現職） 

監事 

（非常勤） 

石村 光代 自 平成27年 4月 1日 

至 平成28年 8月見込 

※ 

平成 3年 青山監査法人 

平成14年 石村公認会計士事務所

（現職） 

※監事の任期は、中期目標期間の最後の事業年度の財務諸表承認日まで。 

 

(5)常勤職員の状況 

平成２７年度末において、常勤職員は８７人（前年同期８５人）、平均年齢は４４．９歳

（前年同期４５．０歳）となっており、全職員が国からの出向者である。 

 



 

 

３．簡潔に要約された財務諸表  

①貸借対照表                                     （単位：円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 

現金・預金 

その他 

固定資産 

有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

 

6,931,207,912 

10,834,391 

 

94,460,672 

123,783,020 

113,539,800 

流動負債 

運営費交付金債務 

未払金 

その他 

固定負債 
資産見返負債 

 

0 

1,981,636,120 

77,002,179 

 

322,926,526 

負債合計 2,381,564,825 

純資産の部  

資本剰余金 

利益剰余金 

  1,020,600 

4,891,240,370 

純資産合計 4,892,260,970 

資産合計 7,273,825,795 負債純資産合計 7,273,825,795 

（注）重要な無形固定資産 

    新包袋管理システム(26年度）   119,262,500円 

 

②損益計算書                   （単位：円） 

 金額 

経常費用(A) 8,364,392,532 

業務費 

人件費 

減価償却費 

その他 

一般管理費 

人件費 

減価償却費 

その他 

8,089,527,777 

1,024,829,487 

38,743,011 

7,025,955,279 

274,864,755 

227,097,980 

634,320 

47,132,455 

経常収益(B) 13,276,538,903 

運営費交付金収益 

自己収入 

その他 

13,134,483,826 

102,859,460 

39,195,617 

その他調整額(C) 0 

当期総利益（B-A+C) 4,912,146,371 

 

 

 

 

 



 

 

③キャッシュ・フロー計算書                            （単位：円） 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 711,068,700 

   原材料、商品またはｻｰﾋﾞｽの購入による支出 △8,679,933,606 

人件費支出 △1,246,656,957 

その他業務支出 △53,579,308 

運営費交付金収入 10,594,486,000 

自己収入 95,589,970 

その他収入 1,162,601 

国庫納付金支出 0 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △110,130,351 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) 0 

Ⅳ資金にかかる換算差額(D) 0 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）(E=A+B+C+D) 600,938,349 

Ⅵ資金期首残高(F) 6,330,269,563 

Ⅶ資金期末残高(G=F+E) 6,931,207,912 

 

④行政サービス実施コスト計算書                   （単位：円） 

 金額 

Ⅰ業務費用 8,260,368,001 

損益計算書上の費用 

（控除）自己収入等 

8,364,392,532 

△104,024,531 

（その他の行政サービス実施コスト）  

Ⅱ損益外減価償却相当額 － 

Ⅲ損益外減損損失相当額 － 

Ⅳ引当外賞与見積額 4,694,741 

Ⅴ引当外退職給付増加見積額 △4,226,749 

Ⅵ機会費用 150,012,822 

Ⅶ（控除）法人税等及び国庫納付額 － 

Ⅷ行政サービス実施コスト 8,410,848,815 

  



 

 

 財務諸表の科目 

①貸借対照表 

現金・預金等 

現金及び預金 

有形固定資産 

建物附属設備、器具備品など独立行政法人が長期にわたって使用または利 

用する有形の固定資産 

無形固定資産 

有形固定資産以外の長期資産で、ソフトウェア、電話加入権など具体的な形 

態を持たない無形の固定資産 

運営費交付金債務 

独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費交付金の 

うち、未実施の部分に該当する債務残高 

未払金 

独立行政法人の通常の業務活動において発生した未払金 

資金見返運営費交付金 

固定資産の取得に伴う運営費交付金債務からの振替額 

資本剰余金 

国から引き継いだ資産及び独立行政法人が取得した資産で独立行政法人 

の財産的基礎を構成するもの 

利益剰余金 

独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

②損益計算書  

業務費 

独立行政法人の業務に要した費用 

人件費 

給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費 

減価償却費 

業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として配 

分する経費 

運営費交付金収益 

国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

自己収入等 

手数料収入、研修受講料収入などの収益 

        



 

 

③キャッシュ・フロー計算書  

業務活動によるキャッシュ・フロー 

独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、原材料、商品 

又はサービスの購入による支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状 

態を表し、固定資産の取得による支出が該当 

 

④行政サービス実施コスト計算書  

業務費用 

独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、独立行政法人の損 

益計算書に計上される費用 

その他の行政サービス実施コスト 

独立行政法人の損益計算書に計上されないが、行政サービスの実施に費 

やされたと認められるコスト 

引当外賞与見積額 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引当金 

見積額（損益計算書には計上していないが、仮に引き当てた場合に計上した 

であろう賞与引当金見積額を貸借対照表に注記している） 

引当外退職給付増加見積額 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退職給付引

当金増加見積額（損益計算書には計上していないが、仮に引き当てた場合

に計上したであろう退職給付引当金見積額を貸借対照表に注記している） 

機会費用 

国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場 

合の本来負担すべき金額などが該当 

 

 

 



 

 

４．財務情報  

(1) 財務諸表の概況  

①経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ･フローなどの主要な 

財務データの経年比較・分析（内容・増減理由）  

（経常費用）  

平成２７年度の経常費用は８，３６４，３９２，５３２円と、前年度比２，３７８，４０８，

５２２円減（２２．１％減）となっている。これは、業務外注費が前年度比３，２３０，

２４４，９３８円減（４２．６％減）となったこと及び業務委託費が１，３５７，８８０，５

１５円増加したことが主な要因である。  

（経常収益）  

平成２７年度の経常収益は１３，２７６，５３８，９０３円と、前年度比２，５３４，９７

８，８５３円増（２３．６％増）となっている。これは、中期目標期間の最終年度であ

ることから、運営費交付金債務残高の全額を収益化したことにより、運営費交付

金収益が前年度比３，１３７，９９１，４６８円増（３１．４％増）となったことが主な要

因である。  

（当期総損益）  

上記経常損益の状況により、平成２７年度の当期総利益は４，９１２，１４６，３７

１円となった。 

（資産）  

平成２７年度末現在の資産合計は７，２７３，８２５，７９５円と、前年度末比５８９，

８６０，３８２円増（８．８％増）となっている。これは、事業の見直し及び競争入札

による調達等による業務経費の節減等により運営費交付金に残余が生じ、現金

及び預金が６００，９３８，３４９円増加したことが主な要因である。 

（負債）  

平成２７年度末現在の負債合計は２，３８１，５６４，８２５円と、前年度末比４，３

２２，２８５，９８９円減（６４．５％減）となっている。これは、中期目標期間の最終

年度であることから運営費交付金債務残高の全額を収益化したことにより運営

費交付金債務が２，５６６，９７７，９７７円減少したこと及び未払金が１，７４１，８６

３，８１０円減少したことが主な要因である。  

（業務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成２７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは７１１，０６８，７００円と、前

年度比１，５０９，８００，０８４円減となっている。これは、原材料、商品又はサー

ビスの購入による支出が２，５１５，５４４，３２９円増加したこと及び運営費交付金

収入が１，１０９，９５９，０００円増加したことが主な要因である。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

平成２７年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△１１０，１３０，３５１円と、

前年度比８８６，２２１，６４７円の支出減となっている。これは、固定資産（ソフトウ

ェア）の取得による支出が減少したことが主な要因である。  



 

 

 

表 主要な財務データの経年比較                                     （単位：百万円）端数は四捨五入  

区分 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 

経常費用   8,384 8,111  8,006  10,743 8,364 

経常収益 8,379 8,107 8,004 10,742 13,277 

当期総利益（又は当期総損失） △4 △13 △3 △1 4,912 

資産 4,300 6,243 7,498 6,684 7,274 

負債 4,303 6,259 7,517 6,704 2,382 

利益剰余金（又は繰越欠損金） △4 △17 △20 △21 4,891 

業務活動によるキャッシュ・フロー △7,525 2,078 1,731 2,221 711 

投資活動によるキャッシュ・フロー △378 △596 △898 △996 △110 

財務活動によるキャッシュ・フロー 0 0 0 0 0 

資金期末残高 2,791 4,272 5,106 6,330 6,931 

 

 

②行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

平成２７年度の行政サービス実施コストは８，４１０，８４８，８１５円と、前年度比３，

８９３，０１５，６１８円減（３１．６％減）となっている。これは、業務費用の業務外注費

が減少したこと等が主な要因である。 

 

 

表 行政サービス実施コストの経年比較                           （単位：百万円）端数は四捨五入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 

業務費用 8,295 8,007 7,911 12,117 8,260 

うち損益計算書上の費用 8,384 8,120 8,007 12,231 8,364 

うち自己収入 △89 △113 △96 △114 △104 

損益外減価償却累計額     －     －     －     － － 

損益外減損損失相当額   －   －   －   － － 

引当外賞与見積額 △8 0 △4 4 5 

引当外退職給付増加見積額 △209 22 △207 30 △4 

機会費用 184 174 129 152 150 

行政サービス実施コスト 8,261 8,204 7,829 12,304 8,411 



 

 

 

(2) 予算・決算の概況                           （単位：百万円）端数は四捨五入 

区分 
２２年 ２３年 ２４年 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 

運営費交付金 

その他 

 

12,787 

101 

 

12,787 

79 

 

9,636 

100 

 

9,636 

89 

 

9,537 

100 

 

9,463 

113 

支出 

 業務経費 

一般管理費 

人件費 

 

11,516 

420 

953  

 

10,211 

340 

813 

 

8,487 

399 

851 

 

7,488 

337 

718 

 

8,437 

350 

851 

 

7,626 

274 

673 

区分 
２５年 ２６年 ２７年 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 

運営費交付金 

その他 

 

9,312 

100 

 

9,312 

96 

 

9,485 

100 

 

9,485 

114 

 

10,594 

100 

 

10,594 

104 

支出 

業務経費 

一般管理費 

人件費 

 

8,300 

329 

784 

 

7,512 

274 

641 

 

9,816 

335 

785 

 

9,183 

327 

683 

 

9,521 

360 

814 

 

7,292 

319 

741 

 

 

 

(3) 経費削減及び効率化目標との関係 

当法人においては、第３期中期目標期間中、一般管理費について中期目標終了時

までに中期目標期間中の初年度と比べて１５％程度の効率化を行うとともに、業務経

費について期間中平均で前年度比１％程度（特許庁新システムの稼働に伴い廃止とな

る事業は２％程度）の効率化を行うことを目標としている。 

この目標を達成するため、競争入札等による削減等の措置を講じているところであ

る。 

   （単位：千円）端数は四捨五入 

区分 

前中期目標期間 

終了年度 

当期中期目標期間 

22 年度 

予算金額 
比率 

23 年度 

予算 

24 年度 

予算 

25 年度 

予算 

26 年度 

予算 

27 年度 

予算 

金額 金額 金額 金額 金額 比率 

業務経費 11,515,600 100% 8,487,003 8,436,856 8,299,850 9,816,410 9,521,230 112.19% 

一般管理費 201,986 100% 188,118 139,220 135,088 134,338 138,452 73.60% 

※ ２３、２４、２５、２６、２７年度の一般管理費予算額は、管理部門の人件費を除いた額 
 

 



 

 

５．事業の説明 

(1) 財源構造 

当法人の経常収益は１３，２７６，５３８，９０３円で、その内訳は、運営費交付金収益

１３，１３４，４８３，８２６円（収益の９８．９３％）、複写手数料収入８７１，２６０円（０．０

１％）、研修受講料収入１０１，９８８，２００円（０．７７％）、その他３９，１９５，６１７円（０．

２９％）となっている。 

 

 

(2) 財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明 

ア  工業所有権関係公報等閲覧業務 

我が国の特許公報等及び外国公報等を収集し、一般の閲覧に供している。  

本館では、特許審査官端末及び CD／DVD 公報閲覧用機器等により電子媒体の

特許公報等を閲覧に供するほか、紙媒体の特許公報等も閲覧に供している。 

２７年度の主な業務実績は以下のとおり。 

閲覧利用者数 ９，３３１人 

閲覧機能の改善等及び利用環境の向上 等 

 

業務の財源は、工業所有権関係公報等閲覧業務関係費として、運営費交付金

（平成２７年度１４５，７３４，９７２円）及び複写手数料収入（平成２７年度１１，６６０円）

となっている。 

 

 

イ  審査審判関係図書等整備業務 

特許庁の審査・審判業務に必要な図書及び技術文献等を収集し、特許庁に提供

するとともに一般の閲覧に供している。 

また、審査・審判の最終処分（特許・登録・拒絶等）が確定した出願書類及び審判

記録を特許庁から受け入れ、出納及び保管等の管理業務を行っている。 

２７年度の主な業務実績は以下のとおり。 

内国：図書１７４冊、雑誌１０，２１１冊（４５５タイトル） 

外国：図書 ３６冊、雑誌 ３，４４５冊（２３６タイトル） 

非特許文献（ミニドク）：１，８９８冊（６７タイトル） 

意匠カタログ：内国１２，０００件、外国３，０００件   

INPIT のホームページにて閲覧可能な図書リストの作成、更新を行い閲覧サービ

スの充実を図る 等 

 

業務の財源は、審査・審判関係図書等整備業務関係経費として、運営費交付金

（平成２７年度１８６，９９１，８６５円）及び複写手数料収入（平成２７年度１４，９６１円）

となっている。 



 

 

ウ  特許情報の高度利用による権利化推進事業費 

   知的財産情報の高度活用による権利化等を推進するため、研究開発機関等

（大学、研究開発コンソーシアム、企業等）に対する知的財産プロデューサー等の

派遣等や開放特許（権利譲渡又は実施許諾の用意のある特許）やリサーチツー

ル特許に関するデータベースを提供して知的財産情報の高度な活用が活発に行

われるための支援を行っている。 

２７年度の主な業務実績は以下のとおり。 

  知的財産プロデューサー：２４名を４４箇所の研究機関等に派遣 

  海外知的財産プロデューサー：６名配置し、２９５者を支援 

  広域大学知的財産アドバイザー：８名を９箇所の大学等に派遣 

  開放特許情報データベース：登録件数３２，６７０件（累積） 

 

業務の財源は、特許情報の高度利用による権利化推進事業費として、運営費交

付金（平成２７年度８６５，６５４，２２０円）及び複写手数料収入（平成２７年度６９，２

５８円）となっている。 

 

 

エ  工業所有権情報普及業務 

特許庁が保有する工業所有権情報の普及と利用促進を図るべく、特許情報提供

サービスである特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）等により特許情報を提供すると

ともに、外部への提供データを整備している。また、他国の工業所有権庁と工業所有

権情報の交換を行っている。 

２７年度の主な業務実績は以下とおり。 

工業所有権情報の提供（J-PlatPat） 検索回数：１１５，９６１，４６４回 

整理標準化データ提供          提供件数： １９，１７７，３８３件 

他国との工業所有権情報交換 和文抄録作成      ：２８０，４３４件 

公開特許英文抄録作成：２４９，３０１件 

公報書誌データ     ：４６３，６９１件 

画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park）の開発及びリリース（１０月） 

 

業務の財源は、工業所有権情報普及業務関係経費として、運営費交付金（平成２

７年度３，９９３，０５３，１８０円）及び複写手数料収入（平成２７年度３１９，４７０円）

となっている。 

 

 

 

 

 



 

 

オ  工業所有権相談等業務 

産業財産権相談窓口において、特許、実用新案、意匠及び商標等の出願手続等、

工業所有権に関する一般的な相談に応じるとともに、営業秘密・知財戦略相談窓口

において、営業秘密・知財戦略に関する相談を受け付けている。 

また、特許庁が設置する各都道府県の知財総合支援窓口の相談対応力の向上

及び利用者に対する迅速かつ的確な回答の提供体制を構築するための事業を実

施している。 

２７年度の主な業務実績は以下のとおり。 

（産業財産権相談窓口関係） 

産業財産権相談窓口の相談件数：２５，３０７件 

特許・意匠・商標出願書類の書き方ガイドを作成し配布 

ユーザーへの情報提供のため、産業財産権相談サイトの拡充  等 

（営業秘密・知財戦略相談窓口関係） 

営業秘密・知財戦略相談窓口の相談件数：２５０件 

（知財総合支援窓口関係） 

各都道府県の知財総合支援窓口の相談支援員人材９４名の採用・配置 

各知財総合支援窓口の支援内容・支援方法の分析等 

相談支援員等の集合型研修の実施 

 

業務の財源は、工業所有権相談等業務関係経費として、運営費交付金（平成２７

年度１，６６５，４１１，５９３円）及び複写手数料収入（平成２７年度１３３，２４４円）と

なっている。 

 

 

カ  情報システム業務 

電子出願ソフト利用者への支援や特許庁の審査・審判業務に必要な資料等の電

子データ整備を行う等、情報提供事業等の基盤となる情報システムの整備を行って

いる。 

２７年度の主な実績は以下のとおり。 

電子出願ソフトサポートセンター 相談件数：８，９７７件 

審査・審判資料等の電子データ作成  非特許文献イメージデータ：７１，７６４件 

非特許文献書誌データ  ：１４，８１５件 

ユーザーの利便性を考慮したコンテンツの作成  等 

 

業務の財源は、情報システム業務経費として、運営費交付金（平成２７年度２６９，

９９２，６６０円）及び複写手数料収入（平成２７年度２１，６０１円）となっている。 

 

 



 

 

キ  人材育成業務 

知的財産関連業務を支える人材の育成を図り、特許庁における審査迅速化並び

に企業等における知的財産戦略の策定、権利の適切な保護及びその活用等ができ

る体制の整備に関する支援等を行っている。 

２７年度の主な実績は以下のとおり。 

特許庁職員に対する研修（法定研修含む）：６，９９９名 

調査業務実施者の育成研修（スキルアップ研修含む）：６３４名 

行政機関・民間企業等の人材に対する研修：４６９名 

情報通信技術を活用した学習機会の提供：ｅラーニング６１コンテンツの提供  等 

 

業務の財源は、人材育成業務関係経費として、運営費交付金（平成２７年度８２４，

１５２，１６８円）、複写手数料収入（平成２７年度６５，９３７円）及び研修受講料収入

（平成２７年度９９，１５７，９７７円）となっている。 

 


